
 
 

 
平成１５年５月２６日 

 

平成１４年度決算（案）のお知らせ 

  共栄火災しんらい生命保険株式会社（本社：東京都練馬区高松 5-8-20、社長：塩月 惠二）の平成１４年度

（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）の決算（案）をお知らせいたします。 
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平成１４年度決算（案）のお知らせ 
平成１５年５月２６日 

共栄火災しんらい生命保険株式会社 

 

当社では、来る６月２７日開催の第７回定時株主総会において、平成１４年度の決算案を付議します。

その概要は次のとおりです。なお、金額は記載単位未満を切り捨てて、諸比率は記載単位未満を四捨五

入して表示しています。 

１．主要業績 

（１）保有契約高                          （単位：件、億円、％） 

平成１４年度末 平成１３年度末 

件 数 金 額 件 数 金 額  

 前年度比  前年度比  前年度比  前年度比

個 人 保 険 72,366 106.4 6,879 104.7 68,031 110.8 6,572 108.0

個 人 年 金 保 険 4,157 101.2 177 98.0 4,108 94.4 181 94.5

団 体 保 険 ― ― 3,536 114.2 － － 3,095 111.0

（注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支

払開始後契約の責任準備金を合計したものです。 
 

（２）新契約高                              （単位：件、億円） 

平成１４年度 平成１３年度 

金 額 金 額  
件  数  

新 契 約 転換による

純 増 加

件 数  
新 契 約 転換による

純 増 加

個 人 保 険 13,335 1,235 1,235 － 14,194 1,293 1,293 －

個 人 年 金 保 険 434 13 13 － 194 9 9 －

団 体 保 険 ― 337 337 － 70 70

（注）新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。 

 

（３）主要収支項目                               （単位：百万円、％） 

平成１４年度 平成１３年度 
 

 前年度比  前年度比 

保 険 料 等 収 入 13,292 111.5 11,917 111.2 

資 産 運 用 収 益 1,847 277.6 665 120.1 

保 険 金 等 支 払 金 5,480 135.4 4,047 143.2 

資 産 運 用 費 用 176 243.9 72 217.8 

経 常 利 益 341 109.1 313 － 

契約者配当準備金繰入額 301 93.4 322 109.0 

当 期 利 益 142 － △148 － 
 

（４）損失処理                                     （単位：百万円、％） 

平成１４年度 平成１３年度 
 

 前年度比  前年度比 

当 期 未 処 理 損 失 2,323 94.2 2,465 106.4

 

（５）総資産                                  （単位：百万円、％） 

平成１４年度末 平成１３年度末 
 

 前年度比  前年度比 

総 資 産 40,161 115.0 34,916 122.4
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２．平成１４年度末保障機能別保有契約高 
             (単位：千件、億円) 

個 人 保 険 個 人 年 金 保 険 団 体 保 険 合 計
項   目 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

普 通 死 亡 69 6,840 － － 5,383 3,536 5,453 10,376

災 害 死 亡 25 1,208 0 1 28 77 54 1,286

死

亡

保

障 その他の条件付死亡 － － － － － － － －

生 存 保 障 2 38 4 177 0 0 6 217

災 害 入 院 49 2 0 0 34 0 84 2

疾 病 入 院 49 2 0 0 － － 49 2

入

院

保

障 その他の条件付入院 45 2 0 0 － － 45 2

障 害 保 障 13 － 0 － 34 － 48 －

手 術 保 障 51 － 0 － － － 51 －

（注）１．団体保険の件数は被保険者数を表しています。 

２．「生存保障」欄の金額は、個人年金保険、団体保険（年金特約）については、年金支払前

契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計した

ものを表しています。 

３．「入院保障」欄の額は入院給付日額を表しています。 

 

３．平成１４年度決算(案)に基づく契約者配当金の例示 

平成１４年度決算(案)に基づく当社の「５年ごと利差配当付終身保険」および「５年ごと利差配

当付養老保険」について配当金を例示しますと次のとおりです。 

 

＜例１＞５年ごと利差配当付終身保険の場合 

           ３０歳加入、６０歳払込満了、男性、年払、保険金１００万円 

契約日 予定利率 経過年数 保険料 配当金 

平成 10 年 10 月 1 日 2.90％ 5 年 18,351 円 0 円 

 

＜例２＞５年ごと利差配当付養老保険の場合 

        ３０歳加入、６０歳満期、全期払込、男性、年払、保険金１００万円 

契約日 予定利率 経過年数 保険料 配当金 

平成 10 年 10 月 1 日 2.90％ 5 年 26,555 円 0 円 

 （注）１．経過年数とは平成１５年１０月１日における経過年数を示しています。 

２．上記配当金は、責任準備金に利差益配当率を乗じて計算された額です。  

      ただし、利差益配当率 ＝ 配当基準利回り － 予定利率  です。 

  ３．利差配当付個人保険および利差配当付年金保険の配当基準利回り 

 平成１４年度 （ご参考）平成１３年度

 2.30％ 2.50％ 

経過年数が５年の契約（上記の例示契約など）以外につきましても、上記の配

当基準利回りに基づき契約者配当準備金を積立てています。 

         なお、契約者配当準備金は契約者配当金として確定したものではなく、今後の運

用実績等によって変動（増減）し、お支払いできないこともあります。
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４．平成１４年度の一般勘定資産の運用状況 

 

（１）平成１４年度の資産の運用状況 

 

①運用環境 

平成１４年度当初は本邦の循環的な景気回復期待がテーマとなりましたが、６月以降米国ハイテク企

業の業績見通しの下方修正や会計不信が拡大し、一気に米国経済に先行き懸念が台頭しました。その後

もテロ再発懸念やイラク等世界情勢不安、政策不信などが重なり、当初の「世界的に緩やかな景気回復」

から「世界的な景気不透明感とデフレ圧力の強まり」へと景況観は変化していきました。また、下期に

は本邦の内閣改造から総合デフレ対策の発表、新証券税制決定等に至る政策の迷走や地政学リスクが一

気に高まったこともあり、日本経済回復へ向けた道程はより厳しいものとなりました。 

かかる状況を反映して、国内株式市場においては年度当初こそ上昇傾向となりましたが、景況感の一

段の悪化や企業業績の下方修正が相次ぎ下落基調を強め、バブル後の最安値を相次いで更新するなど、

総じて低調な状況が続き、年度末終値としては２１年振りの日経平均８，０００円割れとなりました。 

長期金利については、当初は短期金利の安定や中期債を中心とした金利低下など、「時間軸効果の長

期化」が大きなテーマとなりました。デフレ経済下における金余り状況の中で、リスク許容度の低下し

た投資家は円貨建債券を選好する動きが根強く、日銀ショックも本格的な金利上昇の契機とならず、長

期債、超長期債へも投資家の資金が堰を切ったように継続的に流入し、期初に１．４％を付けていた１

０年国債利回りは３月末には０．７％となり、結果的に長期金利はほぼ一本調子で低下しました。 

円相場については、日本の循環的景気回復期待を背景に対ドルでみて期初の１３３円台からドル高修

正が進む中、米市場の不透明感から７月には一気に１１５円台となりましたが、本邦通貨当局の円売り

介入やファンダメンタル面から円を売り直す動きもあり、一方的な円高基調への転換には至らず、３月

末は１２０円近傍での着地となりました。 

 

②当社の運用方針 

資金の性格に鑑み、安全性を基本とししつ、長期、安定的な収益を確保できる資産構築を目指し、国

内公社債への投資を軸とした運用方針としました。 

市場動向やリスク許容度を勘案し、国内株式及び外貨建資産については積極的な投資は控えることと

しました。また、超低金利下における利配収入を補うべく、マーケットリスクに留意しつつ保有資産を

背景としたオプション取引を一部活用するとともに、国内株式を中心に適宜保有資産の売却も実施し実

質収益の拡大を図りました。 

金融環境の変化に対応し、効率的運用を行うと同時に、資産の健全性を高めるよう努めております。 

 

③運用実績の概況 

平成１４年度の一般勘定資産（総資産）は、前年度末から５，２４５百万円増加し、４０，１６１百

万円となりました。主な内訳は公社債で、９，００８百万円増加し３１，４５９百万円となりました。 

資産運用収益は、利息・配当金収入が６７０百万円、収益全体では１，８４７百万円となりました。

一方、資産運用費用は１７６百万円となり、資産運用損益合計では１，６７１百万円となりました。 

なお、当期の有価証券売却益は１，１６９百万円でありますが、財務体質強化のため、保険業法第１

１３条繰延資産を一括償却する財源としたことによります。 

平成１４年度の含み損益（時価と帳簿価額との差損益）は、２，７３３百万円（主な内訳は公社債の

２，５５６百万円）となりました。 
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（２）資産の構成                         (単位：百万円、％) 

平成１４年度末 平成１３年度末 
区   分 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現預金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 3,104 7.7 2,841 8.1 

買 現 先 勘 定 － － － － 

債券貸借取引支払保証金 － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － 

商 品 有 価 証 券 － － － － 

金 銭 の 信 託 － － － － 

有 価 証 券 34,509 85.9 28,206 80.8 

 公 社 債 31,459 78.3 22,451 64.3 

 株  式 538 1.3 2,366 6.8 

 外 国 証 券 1,207 3.0 2,182 6.3 

  公 社 債 1,207 3.0 2,182 6.3 

  株 式 等 － － － － 

 そ の 他 の 証 券 1,303 3.2 1,205 3.5 

貸 付 金 1,007 2.5 726 2.1 

不 動 産 － － － － 

繰 延 税 金 資 産 － － － － 

そ の 他 1,540 3.8 3,141 9.0 

貸 倒 引 当 金 － － － － 

合 計 40,161 100.0 34,916 100.0 

 うち外貨建資産 261 0.7 685 2.0 

 

（３）資産の増減                       (単位：百万円) 

区   分 平成１４年度 平成１３年度 

現預金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 262 361 

買 現 先 勘 定 － － 

債券貸借取引支払保証金 － － 

買 入 金 銭 債 権 － － 

商 品 有 価 証 券 － － 

金 銭 の 信 託 － － 

有 価 証 券 6,303 6,168 

 公 社 債 9,008 4,369 

 株  式 △1,828 1,427 

 外 国 証 券 △974 94 

  公 社 債 △974 94 

  株 式 等 － － 

 そ の 他 の 証 券 98 276 

貸 付 金 280 229 

不 動 産 － － 

繰 延 税 金 資 産 － － 

そ の 他 △1,600 △365 

貸 倒 引 当 金 － － 

合 計 5,245 6,393 

 うち外貨建資産 △424 △117 
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（４）資産運用関係収益                                         （単位：百万円） 

区   分 平成１４年度 平成１３年度 

利息及び配当金等収入 670 584 

 預 貯 金 利 息 0 1 

 有価証券利息・配当金 640 562 

 貸 付 金 利 息 28 19 

 不 動 産 賃 貸 料 － － 

 その他利息配当金 0 1 

商品有価証券運用益 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 益 － － 

売買目的有価証券運用益 － 2 

有 価 証 券 売 却 益 1,169 28 

 国債等債券売却益 236 7 

 株 式 等 売 却 益 929 20 

 外 国 証 券 売 却 益 3 － 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 償 還 益 8 － 

金 融 派 生 商 品 収 益 － 17 

為 替 差 益 － 31 

そ の 他 運 用 収 益 － － 

合     計 1,847 665 

 

（５）資産運用関係費用                                      (単位：百万円) 

区   分 平成１４年度 平成１３年度 

支 払 利 息 0 0 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有 価 証 券 売 却 損 100 60 

 国 債 等 債 券 売 却 損 46 － 

 株 式 等 売 却 損 53 6 

 外 国 証 券 売 却 損 － － 

 そ の 他 － 53 

有 価 証 券 評 価 損 － 11 

 国 債 等 債 券 評 価 損 － － 

 株 式 等 評 価 損 － 11 

 外 国 証 券 評 価 損 － － 

有 価 証 券 償 還 損 － － 

金 融 派 生 商 品 費 用 74 － 

為 替 差 損 0 － 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 

貸 付 金 償 却 － － 

賃貸用不動産等減価償却費 － － 

そ の 他 運 用 費 用 0 0 

合     計 176 72 
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（６）資産運用に係わる諸効率 

①資産別運用利回り 

(単位：％) 

区  分 平成１４年度 平成１３年度 

現預金・コールローン 0.01 0.05 

買 現 先 勘 定 － － 

債券貸借取引支払保証金 － － 

買 入 金 銭 債 権 － － 

商 品 有 価 証 券 － － 

金 銭 の 信 託 － － 

公 社 債 2.54 2.29 

株 式       112.51 2.47 

外 国 証 券 4.04 6.98 

貸 付 金 3.29 3.33 

不 動 産 － － 

一 般 勘 定 計 4.56 1.90 

 うち海外投融資 4.04 6.98 

 

 （注）１．利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、資

産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。 

  ２．海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。 

 

  ②売買目的有価証券の評価損益                

     売買目的有価証券の期末保有はありません。 
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③有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）            (単位：百万円) 
  平成１４年度末  平成１３年度末 

差  損  益  差  損  益  区   分  
帳 簿 価 額  時 価  

 うち差益 うち差損
帳 簿 価 額 時 価 

 うち差益 うち差損

満期保有目的の債券 3,988 4,660 671 671 － 3,996 4,177 180 207 27

責任準備金対応債券 － － － － － － － － － －

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － －

そ の 他 有 価 証 券 27,394 29,456 2,062 2,176 114 21,455 23,145 1,689 2,030 340

公 社 債 25,585 27,471 1,885 1,911 26 18,201 18,454 253 465 212

株 式 346 538 191 217 25 930 2,366 1,435 1,472 36

外 国 証 券 1,160 1,207 47 47 － 2,116 2,182 66 91 25

公 社 債 1,160 1,207 47 47 － 2,116 2,182 66 91 25
 
株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 302 240 △62 － 62 207 142 △65 － 65

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －

 

 

そ の 他 － － － － － － － － － －

 合      計   31,383 34,116 2,733 2,847 114 25,452 27,322 1,870 2,238 367

公 社 債 29,574 32,131 2,556 2,582 26 22,198 22,632 433 673 239

株 式 346 538 191 217 25 930 2,366 1,435 1,472 36

外 国 証 券 1,160 1,207 47 47 － 2,116 2,182 66 91 25

 公 社 債 1,160 1,207 47 47 － 2,116 2,182 66 91 25

 株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 302 240 △62 － 62 207 142 △65 － 65

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －

 

そ の 他 － － － － － － － － － －

（注）本表には、ＣＤ（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行うことが適当と認められ

るものを含んでいます。 

     

時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。                        (単位：百万円) 

区  分 平成１４年度末 平成１３年度末 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 － － 

非 上 場 外 国 債 券 － － 
 

そ の 他 － － 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － － 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 － － 

そ の 他 有 価 証 券 1,063 1,063 

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） － － 

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） － － 

非 上 場 外 国 債 券 － － 
 

そ の 他 1,063 1,063 

合     計 1,063 1,063 

 

④金銭の信託の時価情報 

  金銭の信託は、行っていません。 
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５．貸借対照表 

       （単位：百万円） 

平成 14 年度末 平成 13 年度末 平成14年度末 平成 13 年度末年  度

 科  目 金  額 金  額 

年  度 

 科  目 
金  額 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ） 

現 金 及 び 預 貯 金 3,104 2,841 保 険 契 約 準 備 金 30,106 25,217

現 金 0 － 支 払 備 金 466 295

預 貯 金 3,103 2,841 責 任 準 備 金 29,279 24,563

有 価 証 券 34,509 28,206 契 約 者 配 当 準 備 金 359 358

国 債 5,575 2,830 代 理 店 借 82 82

社 債 25,883 19,621 再 保 険 借 24 17

株 式 538 2,366 そ の 他 負 債 164 216

外 国 証 券 1,207 2,182 未 払 法 人 税 等 8 9

そ の 他 の 証 券 1,303 1,205 未 払 金 13 10

貸 付 金 1,007 726 未 払 費 用 115 150

保 険 約 款 貸 付 1,007 726 預 り 金 1 4

不 動 産 及 び 動 産 20 27 仮 受 金 25 42

動 産 20 27 退 職 給 付 引 当 金 1 1

代 理 店 貸 4 6 価 格 変 動 準 備 金 43 36

再 保 険 貸 4 1 繰 延 税 金 負 債 746 732

そ の 他 資 産 1,510 3,106 負 債 の 部 合 計 31,169 26,303

未 収 金 902 873 （ 資 本 の 部 ） 

前 払 費 用 18 29 資 本 金 10,000 － 

未 収 収 益 141 151 利 益 剰 余 金 △2,323 － 

預 託 金 2 5 当 期 未 処 理 損 失 2,323 － 

仮 払 金 4 3 （ 当 期 利 益 ） (142) － 

保険業法第11 3条繰延資産 － 1,364 株 式 等 評 価 差 額 金 1,315 － 

ソ フ ト ウ ェ ア 436 673 資 本 の 部 合 計 8,992 － 

そ の 他 の 資 産 5 5 負債及び資本の部合計 40,161 － 

  （ 資 本 の 部 ） 

  資 本 金 － 10,000

  欠 損 金 － 2,465

  当 期 未 処 理 損 失 － 2,465

  （ 当 期 損 失 ） － (148)

  評 価 差 額 金 － 1,077

  資 本 の 部 合 計 － 8,612

資 産 の 部 合 計 40,161 34,916     負債及び資本の部合計 － 34,916
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平成１４年度の注記事項 平成１３年度の注記事項 

１．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては

３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、

時価のないものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債

（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、

それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっておりま

す。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法によ

り処理しております。 

１．有価証券の評価は、売買目的の有価証券については時価法（売却原価の

算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償

却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては３

月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時

価のないものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外

国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ

以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。な

お、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理し

ております。 

 
２．デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 ２．同左 

 

３．動産の減価償却の方法は、定率法によっております。 

なお、動産のうち取得価額が１０万円以上２０万円未満のものについて

は、３年間で均等償却を行っております。 

 

３．同左 

４．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、計上す

ることとしております。 

     すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を

実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、

その査定結果に基づいて引当を行うこととしております。 

   なお、当年度末残高はありません。 

 

４．同左 

５．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会

計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」平成１０年６

月１６日企業会計審議会）に基づき、自己都合退職による期末要支給額を

退職給付債務として計上しております。 

 

５．同左 

６．価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計

上しております。 

 

６．同左 

７．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。た

だし、事業費は税込方式によっております。 

     なお、資産に係わる控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費

税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以

外のものについては、発生事業年度に費用処理しております。 

 

７．同左 

８．責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保

険料積立金については保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に

基づいて５年チルメル式により計算しております。 

 

８．同左 

９．資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法につい

ては、利用可能期間に基づく定額法により償却しております。 

 

９．同左 

１０．保険業法第１１３条繰延資産は、従来保険業法第１１３条及び定款の

規定により算出した額を計上しておりましたが、当期においてこれを一

括償却いたしました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、経常

利益及び税引前当期利益はそれぞれ１,０２３百万円減少しております。

１０．保険業法第１１３条繰延資産は、保険業法第１１３条及び定款の規定に

より算出した額を計上しております。 

１１．保険業法施行規則別紙様式が、「保険業法施行規則の一部を改正する内

閣府令」（平成１５年４月２４日内閣府令第５３号）により改正されたこ

とに伴い、以下のとおり表示方法を変更しております。 

（１）前年度において資本の部は、「資本金」及び「欠損金」として区分掲記

しておりましたが、当年度からは「資本金」及び「利益剰余金」として表

示しております。 

（２）前年度において区分掲記していた「評価差額金」は、当年度からは「株

式等評価差額金」として表示しております。 
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平成１４年度の注記事項 平成１３年度の注記事項 

１２．不動産及び動産の減価償却累計額は、６８百万円であります。 １１．不動産及び動産の減価償却累計額は、６９百万円であります。 

１３．１株当たりの当期利益は、７１２円２９銭であります。 １２．1 株当たりの当期損失は、７４３円１４銭であります。 

１４．改正前の商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額は、 

１,３１５百万円であります。 

１３．商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額は、１，０８３百万円

であります。 

１５．貸借対照表に計上した動産の他、リース契約により使用している重要な

動産として電子計算機及びその周辺機器等があります。 

１４．同左  

１６．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

  前年度末現在高            ３５８百万円 

  当年度契約者配当金支払額       ３００百万円 

    利息による増加等                          ０百万円 

  契約者配当準備金繰入額        ３０１百万円 

  当年度末現在高            ３５９百万円 

１５．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

前年度末現在高            ３４１百万円 

当年度契約者配当金支払額       ３０５百万円 

        利息による増加等                          ０百万円 

契約者配当準備金繰入額         ３２２百万円 

当年度末現在高             ３５８百万円 

 
１７．担保に供されている資産の額は、１１８百万円であります。 １６．担保に供されている資産の額は、１１０百万円であります。 

１８．外貨建資産の額は、２６１百万円であります。（外貨額 ２百万米ドル） １７．外貨建資産の額は、６８５百万円であります。（外貨額 ５百万米ドル）

１９．金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律附則第１４０

条第５項の規定に基づき保険契約者保護機構が承継した旧保険契約者保護

基金に対する当年度末における当社の今後の負担見積額は２５百万円であ

ります。なお、当該負担金は搬出した年度の事業費として処理しておりま

す。 

１８．同左 

２０．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約者保護機構に対する当年度

末における当社の今後の負担見積額は１１１百万円であります。なお、当

該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

１９．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約者保護機構に対する当年度

末における当社の今後の負担見積額は８６百万円であります。なお、当該

負担金は拠出した年度の事業費として処理することとしております。 

２１．繰延税金資産の総額は、１７１百万円、繰延税金負債の総額は、７４６

百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額

は、１７１百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、

繰越欠損金７６百万円及び保険契約準備金６３百万円であります。また、

繰延税金負債の発生の原因別内訳は、その他有価証券評価差額７４６百万

円であります。 

当期における法定実効税率は３６．２１％であり、法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、保険業法

第１１３条繰延資産解消３９７．９７％及び住民税均等割２９．２６％で

あります。 

２０．繰延税金資産の総額は、６８３百万円、繰延税金負債の総額は、７３２

百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額

は、６８３百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、

繰越欠損金６１５百万円及び保険契約準備金４０百万円であります。ま

た、繰延税金負債の発生の原因別内訳は、その他有価証券評価差額 611百

万円及び保険業法第１１３条繰延資産１２０百万円であります。 

  当期における法定実効税率は３６．２１％であり、法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、保険業法

第１１３条繰延資産６８４．４８％及び住民税均等割５６．５９％であり

ます。 

 
２２．改正前の商法施行規則第７２条に規定する資本の欠損額は、２,３２３

百万円であります。 

 

２３．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 ２１．同左 
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６．損益計算書                                               (単位：百万円） 

平成１４年度 平成１３年度 
年      度 

    科      目 金  額 金  額 

経 常 収 益  １５，４３２ １２，６９１

 保 険 料 等 収 入 １３，２９２ １１，９１７

 保 険 料 １３，２３８ １１，７７４

 再 保 険 収 入 ５４ １４３

 資 産 運 用 収 益 １，８４７ ６６５

 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ６７０ ５８４

 預 貯 金 利 息 ０ １

 有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 ６４０ ５６２

 貸 付 金 利 息 ２８ １９

 そ の 他 利 息 配 当 金 ０ １

 売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 － ２

 

 

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

１，１６９ 

８ 

２８

―

 金 融 派 生 商 品 収 益 ― １７

 為 替 差 益 ― ３１

 そ の 他 経 常 収 益 ２９２ １０８

 年 金 特 約 取 扱 受 入 金 ５ ０

 保 険 金 据 置 受 入 金 ２８７ １０２

 支 払 備 金 戻 入 額 ― ５

 そ の 他 の 経 常 収 益 ０ ０

経 常 費 用  １５，０９０ １２，３７８

 保 険 金 等 支 払 金 ５，４８０ ４，０４７

 保 険 金 ２，５６７ １，８９６

 年 金 １８ ７

 給 付 金 ７２２ ４４５

 解 約 返 戻 金 １，９２９ １，５１２

 そ の 他 返 戻 金 ５８ ２８

 再 保 険 料 １８４ １５６

 責 任 準 備 金 等 繰 入 額 ４，８８８ ４，７４７

 支 払 備 金 繰 入 額 １７１ ―

 責 任 準 備 金 繰 入 額 ４，７１６ ４，７４７

 契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 ０ ０

 資 産 運 用 費 用 １７６ ７２

 支 払 利 息 ０ ０

 有 価 証 券 売 却 損 １００ ６０

 有 価 証 券 評 価 損 ― １１

 金 融 派 生 商 品 費 用 ７４ ―

 為 替 差 損 ０ ―

 そ の 他 運 用 費 用 ０ ０

   事 業 費 ２，６２３ ２，６９３

 そ の 他 経 常 費 用 １，９２２ ８１７

 保 険 金 据 置 支 払 金 ２３１ ８９

 税 金 ５９ ５３

 減 価 償 却 費 ２６７ ３３２

 保険業法第 113 条繰延資産償却費 １，３６４ ３４１

 そ の 他 の 経 常 費 用 ０ ０

経 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

常 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

損 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

益 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部 

経 常 利 益  ３４１ ３１３

特 別 損 失  ９ ８

 不 動 産 動 産 等 処 分 損 ２ ０

特益 

別の 

損部  価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 ７ ７

 契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額 ３０１ ３２２

 税 引 前 当 期 利 益 ３０ △ １７

 法 人 税 及 び 住 民 税

 法 人 税 等 調 整 額

８ 

△ １２０ 

１０

１２０

 当 期 利 益 １４２ △ １４８

 前 期 繰 越 損 失 ２，４６５ ２，３１７

 当 期 未 処 理 損 失 ２，３２３ ２，４６５



１２  
共栄火災しんらい生命保険株式会社

 

 

平成１４年度の注記事項 平成１３年度の注記事項 

１．有価証券売却益の内訳は、国債等債券２３６百万円、株式等

９２９百万円、外国証券３百万円であります。 

１．有価証券売却益の内訳は、国債等債券７百万円、株式等２０

百万円であります。 

２．有価証券売却損の内訳は、国債等債券４６百万円、株式等５

３百万円であります。 

２．有価証券売却損は、株式等によるものであります。 

３．有価証券評価損は、株式等によるものであります。 

４．売買目的有価証券運用益は、売却益によるものであります。

５．金融派生商品収益には、評価益が５百万円含まれています。

３．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 ６．同左 
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 
平成１４年度 平成１３年度 

基礎利益          Ａ 454 376 

キャピタル収益 1,169 81 

 商品有価証券運用益 － － 

 金銭の信託運用益 － － 

 売買目的有価証券運用益 － 2 

 有価証券売却益 1,169 28 

 金融派生商品収益 － 17 

 為替差益 － 31 

 その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 175 71 

 商品有価証券運用損 － － 

 金銭の信託運用損 － － 

 売買目的有価証券運用損 － － 

 有価証券売却損 100 60 

 有価証券評価損 － 11 

 金融派生商品費用 74 － 

 為替差損 0 － 

 その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益         Ｂ 993 9 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ 1,448 385 

臨時収益 － － 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － －  

その他臨時収益 － － 

臨時費用 1,106 72 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 82 72 

個別貸倒引当金繰入額 － － 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 

 

その他臨時費用 1,023 － 

臨時損益            Ｃ △1,106 △72 

経常利益              Ａ＋Ｂ＋Ｃ 341 313 

   （注）平成14年度の「その他臨時費用」は、全額「保険業法第113条繰延資産」の一括償却に伴

う追加償却です。 
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８．損失処理案 

（単位：百万円） 

平成１４年度 平成１３年度 年   度 

 科   目 金  額 金  額 

 当 期 未 処 理 損 失  2,323 2,465 

 次 期 繰 越 損 失  2,323 2,465 

 

９．債務者区分による債権の状況 

（単位：百万円） 

区    分 平成１４年度末 平成１３年度末 

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 －     － 

 危険債権 －     － 

 要管理債権 －     － 

小計 －     － 
（対合計比） （   －  ）  （  －  ） 

正常債権 1,018 734 

合計 1,018 734 

 

（注）１． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由

により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

２． 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性

の高い債権です。 

３． 要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお３カ月以

上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延

している貸付金（注１及び２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者

の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注１及

び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。 

４． 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注

１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。 

 

10．リスク管理債権の状況 

      該当ありません。 
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11．ソルベンシー・マージン比率 

                       （単位：百万円） 

項   目 平成１４年度末 平成１３年度末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 11,917 9,709 

 資本の部合計 7,676 6,169 

 価格変動準備金 43 36 

 危険準備金 818 735 

 一般貸倒引当金 － － 

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 1,855 1,520 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） － － 

 負債性資本調達手段等 － － 

 控除項目 － － 

 その他 1,522 1,247 

リスクの合計額 R1
2＋(R2＋R3)

2 ＋Ｒ4  （Ｂ） 1,010 977 

 保険リスク相当額     Ｒ1 732 659 

 予定利率リスク相当額   Ｒ2 37 35 

 資産運用リスク相当額   Ｒ3 596 632 

 経営管理リスク相当額   Ｒ4 41 39 

ソルベンシー・マージン比率 

        （Ａ） 

     （１／２）×（Ｂ） 

2,359.6％ 1,985.8％

 

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条及び第１９０条、

平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。 

      ２．「資本の部合計」は、貸借対照表の「資本の部合計」より「株式等評価差額金」（平成 13

年度末は評価差額金）を控除しています。なお、平成１３年度末は前記の金額の他に「保

険業法第１１３条繰延資産」を控除しています。 
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12．個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式・積立率 

 

 平成１４年度末 平成１３年度末 

標準責任準備金対象契約 ５年チルメル式 ５年チルメル式 
積立方式 

標準責任準備金対象外契約 ５年チルメル式 ５年チルメル式 

積立率（危険準備金を除く） 92.7％ 90.9％ 

（注）１．積立方法及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としています。なお、

団体保険の責任準備金は積立方式という概念がないため、上記には含んでいませ

ん。 

２．積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成８年大蔵省告示第

４８号に定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約に関しては平準純

保険料式により計算した保険料積立金、及び未経過保険料に対する積立率を記載

しています。 

 

13．平成１４年度特別勘定の現況 

        該当ありません。 

 

14．保険会社及びその子会社等の状況 

        該当ありません。 

 

以上 


